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〔資料解説〕 

 

 

原発災害事務処理特例法の制定について 
 

 

今 井   照 

 

 

 1. はじめに 

 

 冒頭から結論めいたことをいえば、そもそもこのような特例処理に対してこんなに大仰

なシステムが必要だろうか。原発被災自治体に膨大な事務処理を課すこの法の施行は、む

しろ被災自治体の足を引っ張りかねないのではないか。 

 いま被災自治体の役所にとって必要なことは、住民と膝を突き合わせ、その労苦に寄り

添いながら、きょうの生活とあしたの希望を紡ぎだすことにある。しかし、この６か月間、

国や県庁は被災自治体に対して、まるでそのような余裕を与えまいとするかのように、

次々と新たな事務処理を課してきた。私のみる限り、それぞれの市町村は驚くべき事務処

理能力を発揮して、それらの課題に対応してきたが、その陰で、やるべきことに手が回っ

ていないというのが現実である。 

 たとえば被災者の高速道路料金無料化のプレス発表があったのが６月８日で、実施は20

日からとされた。その間、わずか12日間しかなかった。そもそもこの唐突な無料化提案は、

高速道路の土日休日1,000円上限措置の廃止や無料化実験の凍結とあわせて発表されたも

ので、政権党や国土交通省のエクスキューズに利用された可能性がある。 

 この政策の当否は棚にあげておくとしても、問題はその事務処理のつけを被災自治体に

負わせているところである。国がそのような政策を立てるのであれば、国が責任を持って

施行すればよい。百歩譲って道路会社が処理してもよいかもしれない。手法はいくらでも

ありうるし、現実に対案も提示されている。 

 しかし国と道路会社はその必要書類のひとつを「被災を証明する書面（被災証明書、罹

災証明書等）」とした。道路会社のプレス発表には「発行市町村により名称が異なること

があります」とあって、これらの証明書が市町村で発行されることが示唆される。なおか
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つ「Ｑ＆Ａ」では「被災したことを市町村が判断し、証明した書面であれば無料の対象と

なります」とあって、被災の判断が市町村に委ねられていることが明記されている。 

 こうして被災自治体に問い合わせの電話が鳴り響くことになった。当然ながら被災程度

の激しい市町村ほど問い合わせは多くなる。ただでさえ猫の手も借りたい被災地の自治体

に、突然、膨大な事務処理がかぶってきた。被災自治体は県庁に問い合わせ、県庁は国土

交通省に問い合わせる。その答えは「自治事務ですから」となる。もちろん、理屈はその

通りである。だが膨大かつ実質的新規の自治事務を、唐突かつ半強制的に自治体に負わせ

ているのは誰なのか。そのことこそ自治事務の本質を踏み外す営為なのではないか。それ

から７月上旬まで、被災自治体の役所の窓口は証明書を得ようとする市民で大混雑をした。 

 もともと罹災証明という業務は法律にも条例にも規定されていない。すべての自治体を

調べたわけではないが、手数料条例にも載っていないのがふつうで、一般的には要綱で処

理されている。だが事実上、どの自治体も行っているもので、原則として役所の職員が現

地調査して発行するものである。ただし、基本的には水害や地震を想定しており、全壊、

半壊、一部損壊など、家屋に関する証明となっている。しかし国や道路会社がここで求め

ているのは必ずしもそうではない。まして原発災害であれば家屋の被災ではない。した

がって、多くの自治体ではきわめて短期間のうちに、高速道路の無料化にあわせて新しい

証明制度を創設するか、既存の証明制度を弾力運用することで窓口対応をせざるを得な

かった。ここに自治体ごとの処理の差異も生じているが、どのように工夫しても膨大な事

務処理には変わらない。 

 これらの証明書類はインターチェンジの料金所で１台ずつ係員が目視で確認しなければ

ならない。既にＥＴＣ中心の施設になっていた料金所にはクルマの長蛇の列が続いた。し

ばしば高速道路の本線まで渋滞は続き、事故も増加した。 

 他にも、健康保険の自己負担の無料化手続きが変更になると別の窓口が大混雑した。県

庁が主導する住民の原発災害対応の健康診査も、県庁で用意するのは住民を運ぶバス代だ

けで、あとはよろしくとされた。各市町村が住民をグルーピングして、通知を出し、随行

していかなければならない。この６か月間、ほぼ毎日のようにこんなことが続いている。 

 もちろんこうしたことは震災時に限らず、日本の地方自治システムの宿痾ともいうべき

課題だが、翻弄される役所職員を身近にみていると、分権改革から10年以上経過してもこ

の程度のものなのかと落胆する。この根本には「システム型思考」「マニュアル型思考」
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が、行政のみならず、日本の政治をも席巻しているところにあるのではないか(１)。もち

ろんシステムもマニュアルも必要であるが、それらを作ること自体が目的化され、それを

人が処理するということが忘れ去られている。 

 この法も、いかにも霞が関の机上でプランニングされたものであり、また行政がそもそ

も持っている限界性を政治が追認してしまったのではないかと思われるような出来栄えに

なっている。つまり既存の考え方を前提にするから、こんなシステムになってしまうので

ある。この非常時に、少しでも被災住民の負担を軽くしようという初志を貫けば、既存の

考え方を一歩、踏み越えた、まさに特例法ができたはずではないか。 

 

 

 2. 制定の背景 

 

 地震や津波とは決定的に異なる原発災害避難の最大の特徴は、遠方に避難することであ

る。岩手県や宮城県のように地震や津波を主とする被災では、一般に避難やその後の仮設

住宅はこれまで住んできた市町村内で完結するが、原発災害の場合には、できるだけ遠方

に避難することが重視される。そのため、原発状況の悪化とともに避難所を転々とするこ

と、市町村域外のみならず県外にも多数が避難すること、役所主導の避難ではなく自らが

伝手を頼って自主避難する場合も少なくないこと、などの現象がみてとれる。 

 もうひとつの特徴は長期化することである。2011年８月27日、福島県内で開催された福

島復興再生協議会の第１回において、菅直人首相は、福島第一原発周辺の一定の区域は長

期間にわたって住むことができないということを表明した。また細野豪志原発担当相は具

体的に「年間の積算被ばく線量が150ミリシーベルトと推測される地域では、線量が低下

して避難住民が帰宅できるまで、20年程度かかる可能性がある（年間100ミリシーベルト

の地域は10年程度、50ミリシーベルトの地域は４年程度）」という試算を公表した。関係

者はもちろん、被災者自身にとっても、ある程度は予測されていたことだが、いままでタ

ブーとして触れられなかったことが、退陣間際の首相の口から明かされたということにな

る。 

 こうして少なくともすぐには戻れない地域が日本のなかに存在することとなった。その

範囲は明瞭ではないが、双葉郡８町村のうちのいずれかで、自治体丸ごと戻れない可能性

                                                                                 

(１) 今井照「分権時代の政策開発力 ― システム型思考の功罪 ― 」『ガバナンス』通巻121号

（2011年５月号）、参照。 
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のある市町村も出てくるかもしれない。 

 しかしこの問題が深刻なのは、福島第一原発に近接する市町村だけのことではないとい

うところにある。子育て世代を中心に、福島県内から県外への自主避難や転出が続いてい

る。放射線量値に対して「不安」を覚える人は、広範な地域から移動を開始している。こ

の「不安」を解消することはほとんど不可能である。 

 表１は福島県の内外にまたがって転出転入した人数であるが、前年と比較すると大きく

転出超過であることがわかる。表２は転出転入の手続きをとらずに県外に避難している人

たちの一覧表である。日が経つにつれて増えているということがわかる。さらにこの他に

県内の他市町村に避難している人や転出転入手続きをしている人たちがいる。こうして少

なくとも10万人は、今まで住んできた市町村を離れて避難生活をしていると推測される(２)。 

 

表１ 福島県と県外との転出転入状況（2011年３月～５月） 

 

 2011年３月～５月 2010年３月～５月 差 

転  入 7,973 11,433 △ 3,460 

転  出 25,497 16,102 9,395 

差 △ 17,524 △ 4,669 △ 12,855 

〔出所〕「住民基本台帳人口移動報告」 

 

 

表２ 福島県から県外への避難状況 

 

 
６月30日

時点 

７月14日

時点 

７月28日 

時点 

８月11日 

時点 

避難所 1,927 1,706 1,659 1,363 

旅館・ホテル 4,673 4,306 4,126 3,454 

親族・知人宅等 13,008 12,837 13,119 12,988 

住宅等（公営・仮設・民間アパート、病院等） 25,634 27,446 29,999 33,771 

合   計 45,242 46,295 48,903 51,576 

〔出所〕福島県庁資料 

 

                                                                                 

(２) 今井照「原発災害避難者の実態調査（１次）」『自治総研』通巻393号（2011年７月号）、

参照。 
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 3. 制定の経緯 

 

 こうした事態に際して、ふたつの角度から問題提起がされている。ひとつは双葉郡８町

村を中心に、地域に戻れない可能性のある市町村を今後どのようにして維持していくかと

いう点と、もうひとつは他市町村に避難した住民がどのようにして行政サービスを受けら

れるようにするかという点である。 

 前者については、震災直後、二重の住民登録を基本とした「バーチャル自治体」の可能

性について提起した(３)。行政法学者の鈴木庸夫も同様の提案をしている(４)。後者につい

ては、飯舘村の菅野典雄村長が６月22日に村民に向けて発表した「までいな希望プラン」

のなかで「避難先でも充実した同じサービスを受けられるよう“２つの住民票”的なこと

を国に提案しています」と書いている(５)。 

 菅野村長の“２つの住民票”的提案が国に対していつどのように行われたのかは明記さ

れていないが、５月９日に片山善博総務大臣が飯舘村を訪問しており、そのときに交わさ

れたものと推測される。その後６月４日に避難元の市町村長との懇談会の席上でこの法案

のたたき台が示され、７月４日に福島県内の避難者受入自治体との協議を経て、さらに７

月11日に避難元の市町村長との「最後の詰め」を行ったとされる。 

 こうして「東日本大震災における原子力発電所の事故による災害に対処するための避難

住民に係る事務処理の特例及び住所移転者に係る措置に関する法律案」（以下、原発災害

事務処理特例法）は、７月22日に閣議決定されて国会に提出され、衆議院においては総務

委員会で７月28日に趣旨説明、８月２日に実質審議の上、修正案を可決し、その日に参議

院に送付された。参議院においては総務委員会で８月２日に趣旨説明、８月４日に実質審

議の上可決し、８月５日の本会議で可決成立して、８月12日に公布された。 

 

                                                                                 

(３) 今井照「自治体再生のために ― 新しい自治体観の提起に向けて」『地方自治職員研修』第

44巻第７号（2011年６月号）。 

(４) 鈴木庸夫、出石稔、小泉祐一郎「座談会 自治体のあり方を根本から見直す『震災ガバナン

ス』の構築を ― 東日本大震災と政策法務」『ガバナンス』通巻147号（2011年７月号）。 

(５) 菅野典雄『美しい村に放射能が降った』（ワニブックス、2011年）、182頁。 
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 4. 法律の概要 

 

 法律の概要については、国作成の概要を資料として添付しているので参照されたい。こ

こにはふたつの柱があり、ひとつは「避難住民に係る事務処理の特例」であり、もうひと

つは「住所移転者に係る措置」である。本稿では包括的にこの法の論点をピックアップし

て論じておきたい。 

 

(１) 「特例」の意義はどこにあるか 

   まず問われるのは、どの部分が特例かということにある。そこにこの法が制定され

る意義があるはずだからである。国の作成した概要に「現行の地方自治法では、他の

地方自治体に自らの住民に関する事務を処理してもらうためには、個々に協議して事

務の委託をすることが必要」と注記されているように、地方自治法第252条の14の

「事務の委託」の特例として考えられている。すなわち、この法では、被災自治体が

「自ら処理することが困難な事務」を総務大臣に届け出て、それを総務大臣が告示す

ることで、個々の「事務の委託」と同様の効果を得られるということらしい。だがこ

の構成そのものが疑わしい。 

   当然のことながら「事務の委託」は今回のような非常事態を想定したものではない。

たとえば遠隔地に自治体の保養所があるときに、現地の自治体に「事務の委託」をし

て保養所の運営管理をしてもらうというようなことが想定されている。使用許可や料

金徴収など、公権力の行使に含まれる業務がそこにあるからである（含まれなければ

単に契約を交わせばよい）。しかし指定管理者制度のできた現在、あえて「事務の委

託」を選択する意味はほとんど見出せない。 

   今回のように地域限定でかつ多種多様な業務を対象とするときには、全く別の視点

から包括的な新制度が考えられてもよい。むしろそこにこそ特例の意味がある。 

   国の作成した概要によれば、自治体はまず「自ら処理することが困難な事務」を届

け出なければならない。しかし、実際はこれがそう簡単な作業ではない。被災自治体

が事務を届け出ようとすれば、チャート図の流れとは逆に、最初に、避難している人

たちの個々について、避難元と避難先の事務処理を調べあげ、何が可能か不可能かを

腑分けしなければならない。たとえば、機能移転した役所の近くに避難していれば提

供可能な事務でも、少し離れていたら不可能かもしれない。サービスの水準も考慮す
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る必要がある。各市町村はどこも似たようなサービスをしているかのようにみえるが、

それぞれ細かく異なっている。 

   双葉郡８町村を考えれば、域外避難者はほとんど住民全員といえる。対象となる避

難先自治体はそれぞれに数百から千以上になるかもしれない。これらのマトリックス

のなかで、それぞれ数百から千以上あると思われる行政サービスを検討していかなけ

ればならない。まさに気が遠くなる作業である。 

   逆にいうと、こんな作業ができるくらいなら、実質的には「事務の委託」とほとん

ど変わりない。過程的にみると議決を要しないのが違う程度である。あとは個々に規

約を締結しなくてもよいということくらいしか、作業的なメリットはない。片山善博

総務大臣もしばしば「現行法でやろうと思えばできるんですが」と発言している(６)。 

   この膨大な作業のなかで、もし事務の届け出が遅れたり漏れたりしたら、当該の住

民は避難先でサービスを受けられなくなる。しかも、毎日毎日、住民から避難先の変

更の届け出が来るような状態である。至難の業というしかない。 

   結果的にこの法はルーズに運用されるしかないだろう。唯一この法の法律としての

意義は、第９条第２項「国は、前項の規定により避難先団体が負担する経費について、

必要な財政上の措置を講ずるものとする」にある。逆にいえば、このことだけ規定し、

あとは「二重の住民登録」の特例を規定すれば主旨は達せられる。まさに「何でそん

な面倒なことをやるの」である(７)。 

   住所移転者への施策や協議会については法定するまでもなく、個別の条例でも何ら

支障がない。ここにも国の財政上の責務が盛り込まれているが、ここでは「努めるも

のとする」と一段低くなっている。もちろんないよりはましだが、むしろ全国各地の

避難者への広報等郵送料の減免など、いまもなお総務省自身がうんといわない個別的

な具体策のほうが被災自治体にとっては必要不可欠となっている。 

 

(２) 対象者を特定できるか 

   第二のポイントは対象者の特定である。衆議院でも参議院でも質疑の中心になった

のはこの点にある。避難者の総数が確定できていない。この法の過大なシステムは、

個々の避難者情報の確定が前提になっているから、これは致命的である。このことに

対して国は全国避難者情報システムをもとに住民基本台帳と突合して正確に把握した

                                                                                 

(６) 衆議院総務委員会（2011年８月２日）における片山善博総務大臣の発言。 

(７) 参議院総務委員会（2011年８月４日）における片山虎之助議員の発言。 
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いと答弁している。しかしそんなことが不可能であることは自治体関係者なら誰でも

すぐわかる。年金記録の突合と同じように机上の空論である。前提が達成できないの

に、このシステムが十分に機能するはずがない。 

   それぞれの被災自治体では、住民がどこにいるかということは限りなく100％に近

く把握されている。把握されていないのは、そもそも住民基本台帳と実態がそぐわな

い事例だけである。既に震災１か月後にはどの市町村もそのような状態になっていた。 

   ではなぜ避難者総数は把握できないのか。それは自主避難の問題が大きい。警戒区

域等に指定されていない地域からも避難者が続出しているのが原発災害の特色となっ

ている。たとえば原発から50キロ以上離れている福島市や郡山市からも県外への避難

が続いている。しかしこれを住民基本台帳と突合することはできない。転出手続きを

しているか、手続きをしないまま事実上転出しているかであり、いずれにしても避難

者の統計からは漏れる。避難先の自治体における避難者、つまり出口のほうからカウ

ントされる場合はあるが、就学などを除いて、必ずしも届け出る必要性がないので、

こちらも漏れる可能性のほうが高い。 

   したがってこの法の政府提案では、当初、自主避難者を対象に含めていなかった。

そうしなければこの過大なシステムは整合性を持たないからである。国会答弁におい

ても「その方々についても同様の措置が受けられるように、実質的な対象となるよう

な取り組みをしたいと思います」とあり、その具体策は「現在の法体系で個別協議」

となっている(８)。現在の法体系で個別協議というのは、前述のように「事務の委

託」でやれということだろう。それが非常事態にはそぐわないからこの事務処理特例

法を制定しようというのに、である。そもそも福島市や郡山市はこの法が前提として

いる「指定市町村」の要件を満たしていないのであるから、そこからの自主避難者は

完全に蚊帳の外となる。 

   しかしこれでは実態から乖離する。原発災害からの避難は、建物が壊れたとか外傷

を負ったということではなく、「不安」が要因だからである。数値や地域で区分する

ことはできない。それぞれの人々が「不安」と折り合いをつけることを迫られている。

その結果、とどまることもあるだろうし、避難できる場合は避難するという選択肢も

ありうる。その判断の正否を第三者が問うことはできないし、仮に問うたとしても、

現に自治体の域外で生活をしていることは事実であって、就学や福祉等の行政サービ

                                                                                 

(８) 衆議院総務委員会（2011年８月２日）における片山善博総務大臣、吉野正芳議員の発言。 
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スがいま求められていることも不可避の事態になっている。 

   その結果、修正案が提案され、可決されることになった。附則第３条として次の文

言が挿入された。 

 

   附則第３条 国は、この法律に定めるもののほか、東日本大震災（平成二十三年三

月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故に

よる災害をいう。）の影響によりその属する市町村の区域外に避難することを余

儀なくされている住民に対し、その要因が解消されるまでの間、地方公共団体が

適切に役務を提供することができるようにするため、この法律の規定に基づく避

難住民に係る措置に準じて、必要な措置を講ずるものとする。 

 

   この修正の主旨そのものは重要である。ここでは原発災害以外の避難者にも適用す

るようにという意味と、自主避難者にも適用するようにという意味のふたつが込めら

れている。しかし問題は「この法律の規定に基づく避難住民に係る措置に準じて」に

ある。繰り返すように、この法の過大なシステムは避難者情報が確定していることを

前提としている。それだけでも被災自治体に膨大な業務をもたらすことになるが、そ

の他の自主避難者については、避難者情報の確定すら困難である。もしこの法と同様

のシステムを構築しなければならないとしたら、避難者への行政サービス提供はあち

らこちらで漏れを生じさせるだろう。つまりこの法の過大なシステムそのものから変

えていかなくては、この修正の主旨は生かされないことになる。 

   そもそも避難の実態は日々変化しており、その都度、追いかけることは不可能であ

る。被災自治体では広報誌の送付や義援金の配布などの機会ごとに修正しているのが

現実となっている。 

   そこでこの法では避難者に対して14日以内に市町村長に「避難場所を届け出なけれ

ばならない」としている（第４条）。これもまた観念的なシステムに整合性をもたせ

るため、机上で創造された業務であり、その結果、避難者はもとより、被災自治体に

システムの新設と膨大なシステム管理業務を負わせることになる。これらもすべて、

この法が避難者情報の確定を前提としているからである。特例的に「二重の住民登

録」を可能にすれば、これらの膨大な業務は不要であり、しかも的確に行政サービス

を提供することができる。 
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(３) 主権者としての市民の権利をどうするか 

   この法の最大の欠陥は行政サービスを受けるという視点にとどまるところである。

私が「二重の住民登録」を提案したのは、行政サービスの受け手としての住民という

点ばかりではなく、むしろ自治体の主権者としての住民という立場を確定させるとい

うところにあった。 

   確かにこの法には「住所移転者協議会」という提案がある（第12条）。これは前述

のようにあえて法定化するまでもなく、それぞれの自治体の条例でも設置可能である

が、それ以上にこの中身の薄さが気になる。既に他市町村に転出手続きをしているも

ののうち、旧自治体の「情報提供」「交流促進」「関係維持」を希望するものが「特

定住所移転者」とされ、そこから選任された人たちが協議会を作るというものである。

つまり、他の市町村の市民になった人が、旧市町村からの広報のあり方やイベントの

進め方などについて意見を述べるという組織になっている。本当にこの程度のもので

よいのだろうか。 

   2000年９月から約４年半にわたって全島避難した三宅島では、その間に、村長選挙、

村議会議員選挙、都知事選挙、都議会議員選挙、衆議院議員選挙（裁判官国民審査）、

参議院議員選挙（２回）、これに農業委員選挙を加えると合計７種８回の選挙を施行

している。法制度的に疑義を表明する声がないわけではないが、実態を踏まえれば適

切な執行であることは疑いようがない。 

   投票率はそれぞれの前回選挙から少しずつ減少しているが、これは日本全体の傾向

でもあり、全島避難前と比べて大きな遜色はないといえる。2004年２月15日施行の村

長選挙は投票率79.75％、村議会議員選挙は79.71％となっている。全島避難し、各地

に拡散せざるを得ないからこそ、関心も強いのかもしれない。 

   今回の震災においても、町長以下幹部職員の多数が犠牲になった岩手県大槌町の町

長選挙が８月28日に施行され、投票率は73.41％だった。前回を4.73ポイント下回っ

たが、むしろ町民の関心の高さを示したものと評価されている。震災直後、何をおい

ても真っ先に総務省が取り組んだのが統一地方選挙の延期法制だったが、これも後見

主義的法制だったので、あちらこちらで摩擦を招いた。しかしこの時点でもっとも実

施が困難だと思われていた大槌町でこのような実績を出したことは注目に値する。自

治体において重要なことは何かを改めて考えさせてくれるのではないか。 

   他市町村に住まいを移さざるを得ない避難者の場合、主権者という視点からはふた

つの問題がある。ひとつは離れている避難元の自治体に対してどのように関わるかと
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いうことであり、もうひとつは避難している地域の自治体にどのように関わるかとい

うことである。これらは制度上の住民登録をどのようにしているのか、すなわち、避

難者として元においたままか、あるいは転出転入手続きをとって移っているかのいず

れの場合でも同じように存在する。 

   つまり住民登録の手続きの有無を問わず、避難者としてはふたつの自治体に対して

関わっていかなければならない。それが現実なのである。だから既存の法制度がそれ

を邪魔しているとすれば、それを特例処理しなければならない。それが立法の意義で

はないか。具体的にいえば、いずれの場合にもふたつの自治体に対して参政権が保障

されなければならない。これが避難者の政治的権利の基本になる。参政権は選挙権が

基本であるがそれにとどまらない。政策研究から計画、実施、評価に至るまで、政治

と行政のあらゆる側面での参加が保障されることにある。これをもっとも容易に実現

する方法が特例的な「二重の住民登録」である。 

   三宅島の前例によれば、通常５日間の村長・村議会議員選挙の選挙期間を７日間に

延長して実施している。原発災害の場合は、さらに全国各地に有権者が拡散している

ことを考えれば、選挙期間を10日間から２週間程度に延長してもかまわないかもしれ

ない。そうしなければ不在者投票の手続きはもとより、候補者の氏名すら徹底する時

間がないだろう。いずれにしても公職選挙法は最低限の期間を定めているだけなので、

手続きを踏めば実現可能である。むしろこういうことこそ事務処理特例法で推奨すべ

きではないか。 

   もし「二重の住民登録」に批判があるとすれば、国による財政保障の観点からだろ

う。概念的にいえば、人口がダブルカウントされることになる。ただしおそらく現実

的にこのことで財政上問題になるような事例はほとんどないだろうし、仮にあったと

しても、１億数千万人の人口に10万人が加わるだけなので、飛躍的に特別の状況が生

まれるというわけではない。また地方交付税算定は国勢調査を基本とするが、三宅島

の前例にならって、実際の居住者がゼロであっても、特例として前回の国勢調査を計

算の基礎にすればよい。ここでも人口のダブルカウントが生じるが、地方交付税全体

のなかでみれば「誤差の範囲」程度となる。非常事態ということを鑑みれば、この程

度の特例措置があっても、誰からも批判を浴びないにちがいない。 
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 5. おわりに 

 

 いずれにしても約10万人の人たちがこれまで住んでいた地域から別の地域に住まいを移

して生活していることは事実である。さらに、放射性物質の拡散によって数百万人単位の

人たちが、生涯にわたる（あるいは世代を超えた）不安を抱え込んでいる。統計上、全体

の避難者数は減少しているが、それは避難所から仮設住宅と借上げアパート等に移った人

たちが避難者数から削られているためであって、実態は大きく変化していない。特に原発

災害の場合には、自分の市町村に仮設住宅や借上げアパートがあるのではなく、100キロ

離れたところにも仮設住宅は現に存在しているし、借上げアパートに至っては全国に散ら

ばっている。 

 原発災害の避難者の生活はもちろんのこと、自治体の存立そのものも問われるほどの事

態になっているのである。しかし、期待されていた原発災害事務処理特例法の内容やシス

テムは、ある意味で浮世離れをしている。実務を担うべき被災自治体の職員からも不満の

声を聞く。平常時であれば、官僚機構の病巣のひとつとして、いかにも過大なシステムを

作り出した事例として扱うこともできるかもしれないが、被災自治体にとってはそんな悠

長なことをいっている場合ではない。またしばらくの間、被災自治体の職員たちは痛めつ

けられることになるのではないか。そのことがさらに避難者の日常生活の回復に遅れをも

たらすのではないか。 

（いまい あきら 福島大学行政政策学類教授） 
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（
避
難
住
民
に
関
す
る
届
出
の
方
法
）

第
二
条

法
第
四
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
別
記
様
式
に
準
じ
て
作
成
す
る
届
出
書
を
指

定
市
町
村
の
長
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
行
う
も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
書
の
提
出
は
、
郵
送
又
は
民
間
事
業
者
に
よ
る
信
書
の
送
達
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十

四
年
法
律
第
九
十
九
号
）
第
二
条
第
六
項
に
規
定
す
る
一
般
信
書
便
事
業
者
若
し
く
は
同
条
第
九
項
に
規
定
す
る
特

定
信
書
便
事
業
者
に
よ
る
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
信
書
便
に
よ
り
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

３

前
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
第
一
項
に
規
定
す
る
届
出
書
を
当
該
届
出
を
す
る
避
難
住
民
の
避
難
場
所
を
そ

の
区
域
に
含
む
市
町
村
の
長
が
受
け
付
け
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
市
町
村
の
長
が
、
当
該
届
出
に
係
る
事
項
を
当

該
市
町
村
の
長
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
（
入
出
力
装
置
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
と
指
定
市
町
村
の
長
の
使
用

に
係
る
電
子
計
算
機
と
を
電
気
通
信
回
線
で
接
続
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
を
用
い
て
指
定
市
町
村
の
長
に
伝
達
し

た
と
き
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
書
が
提
出
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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○
総
務
省
令
第
百
十
九
号

東
日
本
大
震
災
に
お
け
る
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
よ
る
災
害
に
対
処
す
る
た
め
の
避
難
住
民
に
係
る
事
務
処
理
の

特
例
及
び
住
所
移
転
者
に
係
る
措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
九
十
八
号
）
第
四
条
第
一
項
か
ら
第
三

項
ま
で
の
規
定
に
基
づ
き
、
東
日
本
大
震
災
に
お
け
る
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
よ
る
災
害
に
対
処
す
る
た
め
の
避
難

住
民
に
係
る
事
務
処
理
の
特
例
及
び
住
所
移
転
者
に
係
る
措
置
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
三
年
八
月
十
九
日

総
務
大
臣

片
山

善
博

東
日
本
大
震
災
に
お
け
る
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
よ
る
災
害
に
対
処
す
る
た
め
の
避
難
住
民
に
係
る
事
務
処

理
の
特
例
及
び
住
所
移
転
者
に
係
る
措
置
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

（
定
義
）

第
一
条

こ
の
省
令
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
は
、
東
日
本
大
震
災
に
お
け
る
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
よ
る
災
害
に

対
処
す
る
た
め
の
避
難
住
民
に
係
る
事
務
処
理
の
特
例
及
び
住
所
移
転
者
に
係
る
措
置
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法

」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
の
例
に
よ
る
。
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別 記 様 式

何市（町村）長殿

避 難 住 民 届

届出年月日：平成何年何月何日

①氏名 ②生年月日 ④避難元市町村における住所（避難前に居住していた住所）

（ふりがな） 明・大・昭・平
市

年 月 日
郡 番 号

（漢字）
③性別 町 （マンション・アパート名及び部屋番号）

県
男・女 村

⑨行政機関から世帯等を⑤避難先市町村における避難場所 ⑥避難先の名称（施 ⑦当該避難場所にお
代表して連絡を受けるこ設名又は個人宅等） ける滞在開始日
とができる者（連絡先代

表者）及び連絡先[任意]

都 市 平成 年 月 日 連絡先代表者で
区 ある・ない

道 番 号（特別区の場合）

（連絡先電話番号）⑧当該避難場所にお
府 郡 ける滞在終了日

（マンション・アパート名及び部屋番号）
県 町

平成 年 月 日
村

届け出る事項
□ａ 避難住民となったため、上記の事項を届け出ます。
□ｂ 避難場所に変更があったため、上記の事項を届け出ます。
□ｃ 避難住民でなくなったため、上記の事項を届け出ます。
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